経過報告書
令和　　年　　月　　日
〇〇簡易裁判所　御　中
　　　　　　　　　　　　　　　　　　申立人株式会社●●●●
　　　　　　　　　　　　　　　　　　代理人弁護士　●　●　●　●
（※注：前提条件
　　　　金融機関（相手方）はＡ銀行，Ｂ銀行，Ｃ信用金庫
　　　　いずれも一部はＤ信用保証協会の保証付
　　　　Ａ銀行がメインバンク）
　本申立て前における，申立人と相手方金融機関との協議の経過については次のとおりですので，御報告いたします。
令和○年　１月１０日　　申立人と代理人弁護士がＡ銀行を訪問し，申立人が廃業を余儀なくされるに至った経緯を説明し，返済猶予（元利金）を要請する。

令和○年　１月１３日　　申立人と代理人弁護士がＢ銀行，Ｃ信金を訪問し，申立人が廃業を余儀なくされるに至った経緯を説明し，返済猶予（元利金）を要請する。
令和○年　１月２０日　　申立人と代理人弁護士が第１回金融機関説明会を開催し，廃業を検討するに至った事情を説明し，返済猶予（元利金）の協力を求める。Ａ銀行，Ｂ銀行，Ｃ信金，Ｄ信用保証協会が出席する。
令和○年　２月１２日　　Ｄ信用保証協会が代位弁済
令和○年　３月２５日　　申立人と代理人弁護士が第２回金融機関説明会を開催し，任意に清算した場合の配当見込額を説明する。Ａ銀行，Ｂ銀行，Ｃ信金，Ｄ信用保証協会が出席する。
令和○年　４月１０日　　申立人と代理人弁護士が第３回金融機関説明会を開催し，事前に開示していた清算型弁済計画案・調停条項案（債務の一部を免除）について説明し，金融機関の同意を求める。Ａ銀行，Ｂ銀行，Ｃ信金，Ｄ信用保証協会が出席する。
令和○年５月１０日　　　申立人と代理人弁護士が，金融機関からの意向を受けて免除額等を修正した清算貸借対照表兼清算型弁済計画案・調停条項案をＡ銀行，Ｂ銀行，Ｃ信金，Ｄ信用保証協会宛に提出する。
　　　　　　　　　　　　同日，労働組合及び労働者全員に対し，令和〇年６月末日をもって事業活動を停止することを伝え，理解を得るとともに，解雇予告を行う。
令和○年５月３１日　　　Ｂ銀行●●支店の担当者から代理人弁護士宛てに次の回答がある。担当者としては，申立人が特定調停の申立をした場合，清算貸借対照表兼清算型弁済計画案に承諾することに異存はないし，一般商取引債権を支払うことも問題ないが，本店審査部から，調停の場で調停委員の考えを念のため確認しておきたいとの方針が示された。
令和○年６月１２日　　　Ｃ信金●●支店の担当者から代理人弁護士宛てに，Ｂ銀行と同旨の回答がある。
令和○年６月１５日　　　Ａ銀行●●支店の担当者から代理人弁護士宛てに，Ｂ銀行と同旨の回答がある。

令和○年６月２６日　　　Ｄ信用保証協会の担当者から代理人弁護士宛てに，修正された清算貸借対照表兼清算型弁済計画案・調停条項案を基本的に承諾する意向であるし，一般商取引債権を支払うことも問題ないが，調停の場で調停委員の考えを念のため確認しておきたいとの方針が示された。
令和○年６月３０日　　　一般商取引債権について全額弁済する。
令和○年７月１０日　　　Ａ銀行，Ｂ銀行，Ｃ信金，Ｄ信用保証協会を相手方として特定調停の申立て
以　上
書式６








� 廃業支援型の特定調停の申立ての場合には，金利の支払を行うことまでは求められていません。しかし，そのために預金拘束のリスクも考えられます。






